
⑴ 雇用保険被保険者離職票（離職票－１及び離職票－２で１組です。）
⑵ マイナンバーカード
　 マイナンバーカードをお持ちでない方は、次の①及び②の確認書類をお持ちください。
　 ① 個人番号確認書類（次のいずれか１種類）
　　  通知カード、個人番号の記載のある住民票（住民票記載事項証明書）
　 ② 身元（実在）確認書類
　　  ⒜次のいずれか一種類※
　　 　 運転免許証、運転経歴証明書、写真付きで氏名,生年月日又は住所が記載されてい
　　 　 る官公署が発行した身分証明書・資格証明書 など
　　　  ♦届出の時点で有効なもの又は発行・発給された日から６か月以内のものに限ります
　 ※ ⒝⒜の確認書類をお持ちでない方は、次のうち異なる２種類（コピー不可）
　　　 ・国民健康被保険被保険者証又は健康保険被保険者証
　　　 ・住民票記載事項証明書（住民票の写し又は印鑑証明書）
　　　 ・児童扶養手当証書 など　
⑶ あなた名義の通帳又はキャッシュカード（一部のインターネットバンク・外資系金融
　 機関は除く。）
⑷

LL060301 （https://jsite.mhlw.go.jp/saitama-roudoukyoku/）

 最新の写真２枚（たて３㎝×よこ２.４㎝程度の正面上三分身のもの）
 ※初回の手続き及び今後の支給申請などの手続きのタイミングごとにマイナンバーカ
ードを提示することにより、顔写真を省略することができます。
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一般の事業
（次の２と３以外の事業）

雇用保険料率事業区分

雇用保険率 負担率

事業主 被保険者

15.5/1000

17.5/1000

18.5/1000

9.5/1000

10.5/1000

11.5/1000

6/1000

7/1000

7/1000

農林水産・　　　　  ※
清酒製造の事業

建設の事業

●雇用保険料の負担は、賃金総額に

雇用保険料を乗じて算出します。

●雇用保険料は毎年見直しされます

ので、随時ご確認ください。
※園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養

豚、内水面養殖および特定の船員を雇用する事

業については一般の事業の率が適用されます。

＜令和５年度雇用保険率＞※令和４年度から料率が変更されています。



以上の労働者

・育児休業給付

特定一般教育訓練給付金

雇用保険の各種給付金

（※）被保険者期間とは、雇用保険の被保険者であった期間のうち、離職日から１か月ごとに区切っていった期間に賃金支払いの基礎となった日数
が11日以上ある月を１か月として計算します。このように区切ることにより１か月未満の期間が生じた場合には１か月と計算することができない
ため取り扱いが異なります。
　なお、令和２年８月１日以降に離職した者について、賃金支払基礎日数が11日以上の月が12か月ない場合は、賃金の支払いの基礎となった労働
時間数が80時間以上の月を１か月として計算します。詳細はハローワークへご確認ください。


